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産業構造の変化

企業経営者が無視できない製造業

（産業）を取り巻く2つの潮流

・収穫加速の法則

・個別化と地域化



The Law Of Accelerating Returns

Still Continues and Will Continue!



source of reference : IBM Investor Briefing （October 2016）

2020’s Real Digital Revolution

http://research.ibm.com/cognitive-computing/



Yoram Koren, “The Global Manufacturing Revolution:Product-Process-Business Integration and Reconfigurable Systems”（2010）より

個別化と地域化



Yoram Koren, “The Global Manufacturing Revolution:Product-Process-Business Integration and Reconfigurable Systems”（2010）より

（JSR株式会社 代表取締役社長 小柴満信が独自解釈）

差別化製品とグローバル事業戦略は過去のもの？



第3次産業革命?第4次産業革命?

産業革命はデジタル革新では起こらない

エネルギーの革命

（再生エネ、蓄電デバイス、系統連系、水素社会など）

Communicationの革命（IT、AI、5G通信など）

物流の革命（3Dプリンター、ドローン、自動走行、P2P社会など）

2.

1.

3.

などの3要素がそろって初めて産業革命規模の革新が起きる。

参考：限界費用ゼロ社会 ジェレミー・リフケン著



産業革命を考えるうえでの不都合な真実

AIのコストと消費電力1.

TSMC新工場稼働に4つの火力発電所が必要?2.

CMOSベースのニューラルチップは賢くならない3.

今のLiB電池の容量では自動運転と電気自動車は成り立たない4.

世界のデータセンターの電力消費量5.

5G通信に必要なインフラ（4G通信のインフラは使えない）6.



要は産業革命はデジタル革命だけでは起きないし、デジタル革命

ですら物理的なインフラやブレークスルー（AI専用半導体デバイス、

非ノイマン型コンピュータ、高性能LiBなどなど）がなければ真の不

連続な革新起こらない。

・

しかし、時間の問題であり、うかうかはしていられない。・



加速する変化に対して・

日本企業の対応と経営者

時間軸を明確に持つ（2020年代以降の本格到来？）→

産業革命に必須な他技術に事業機会を見出す→

データサイエンティストの社内確保とデジタル変革→

Open InnovationとM&A→

個別化と地域化への対応・

「モノ」の価値の見直し：社内データを活用した事業モデルの再構築→

Computational Designを取り込んだScalabilityの獲得→



新産業革命の勃興を支援・規制緩和

日本の課題と対応

東京という世界にも稀な良質の社会インフラを2025

年代後半に備えさらに充実させる

（例：5G通信、無料WiFi）

・インフラ整備

来るAI本格化時代に備えてグローバルで競争力の

ある電力コストを達成

（目標：8円/KWh以下）

・電力コストの

低減

非ノイマン型コンピュータ活用プログラム

（例：量子コンピュータ、Neuromorphic Device）

・技術政策



まだ「デジタル革命」は

企業のデジタル変革は

加速する技術進化と

製造業のパラダイムシフトに

始まったばかり。

待ったなし！

どう対応するか？

ご清聴ありがとうございました。




